
平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 55 事業No. 338

事務事業名 歴史研究所管理事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 歴史研究所 開始 H15 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
 第２次飯田市教育振興基本計画

○ 飯田市歴史研究所第４期中期計画

  

法令・例規等
 飯田市歴史研究所条例

 飯田市歴史研究所管理運営規則

  

事業目的
対象 市民、研究者等

意図 地域遺産を発見・保存し、活用できる拠点として、研究所施設の維持管理、充実

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

事務所を移転し独立した施設となったため、維持経費を抑えた適切な管理、新たな史料を受け入れるための保存スペ

ースの確保、移転先の認知度の向上が課題となっています。図書館等で閲覧できない史料を求めるケースや、市内外

より史料の調査や閲覧のため来所する市民や研究者の方がいることから、史料等の充実を図るとともに公開をする必

要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
施設の経費を抑えた適切な管理、史料保存のスペースの確保、移

転先の周知を行います。調査研究によって整理された飯田・下伊

那地域の歴史資料を保存・公開し、市民、研究者等の活用に資す

るための施設の維持及び環境整備を行いながら、利便性の向上を

図ります。

歴史研究所の管理・運営経費 1,357

歴史研究所施設維持経費 3,778

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
相談・資料照会等数（単年度） 件 1,300 200   

開所日数 日 247 249   

施設の利用 人 580 580   

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 5,135 （そ）諸収入

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 50

一般財源 5,085

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 10 5
 
8  10

 
1

5,135

0
歴史研究所管理費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 338 事業名  歴史研究所管理事業 歴史研究所

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

廃棄物の発生 〇   × × × × × ×  

電気の消費 〇   × － × × × ×  

水の消費 〇   × － － － × －  

庁用車の廃棄  〇  × × × × × ×  

特定家電製品の廃

棄
 〇  × × × × × ×  

特定家庭用機器再商品化法 特定家電製品の適正な廃棄 －  

使用済み自動車の再資源化等に関

する法律
庁用車の適正な廃棄 －  

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

廃棄物の発生による大気汚染

、土壌汚染

電気の消費による大気汚染、

地球温暖化、天然資源の枯渇

水の消費による天然資源の枯

渇

 

  

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 55 事業No. 339

事務事業名 歴史研究所事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 歴史研究所 開始 H15 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
 第２次飯田市教育振興基本計画

○ 飯田市歴史研究所第４期中期計画

  

法令・例規等
 飯田市歴史研究所条例

 飯田市歴史研究所管理運営規則

  

事業目的
対象

①市民 ②飯田・下伊那の文書、図像資料、歴史的建造物・景観等の史資料

③歴史研究に携わる人又は興味がある人

意図
①飯田・下伊那の歴史への関心、理解を高める

②収集、調査研究、保存、また聞き取り調査等で地域の歴史文化を解明 ③支援、育成

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

地域に残る歴史資料は市民にとってかけがえのない文化財産ですが、その多くが時間の経過と共に失われていく危機

にあります。これらを調査・収集・整理・保存・公開し、市民や研究者等が活用できる環境を整え、飯田の魅力のひ

とつとして大切に継承していく必要があります。また、教育事業や刊行物の出版等を通じて広く市民に還元し、人材

育成や地育力を高める活動を継続していくことも大切です。情報の公開、活用に向けたシステムの整備が求められて

います。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
歴史資料は、関係機関と連携を図りながら、地域の人々と協働し

て調査・研究を行い、保存継承するように進めます。また、調査

研究活動の成果を基に、身近な地域の歴史・文化として市民に還

元します。成果の還元は、研究集会、定例研究会、年報等で公表

し、教育事業のアカデミア、地域史講座、ゼミ等を通じて行い、

地域での学びを支援します。歴研ニュースやウェブサイト掲載に

よる情報提供にも努めます。

調査研究員・文書整理補助員配置 10,053

調査研究経費 3,266

研究集会の開催、年報発行 1,848

アカデミア、地域史講座など講座の開催 627

情報誌発刊、市民研究員の育成など 748

市誌編さん事務経費 226

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
基礎研究、共同研究 件 18 30   

研究集会、研究報告会参加者 人 130 130   
飯田アカデミア、歴研ゼミナール等開催数 回 100 100   

調査・整理後、公開された史料 件 10 10   

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 16,768 （国）文化遺産総合活用推進事業補助金（１０／１０）

（そ）出版物売却代　725千円

（そ）諸収入　71千円
国庫支出金 63

県支出金 0

地方債 0

その他 796

一般財源 15,909

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 10 5
 
8  11

 
1

15,167

0
歴史研究所調査研究事業費

2    1 10 5
 
8  11

 
2

1,375

0
歴史研究所教育事業費

3    1 10 5
 
8  11

 
4

226

0
市誌編さん事業費

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 339 事業名  歴史研究所事業 歴史研究所

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

紙の消費 〇   × × × × × ×  

ガソリンの消費 〇   × × × × × ×  

グリーン商品の購

入
〇   ○ ○ ○ ○ ○ ○  

歴史資料の保存・

活用
〇   ○ ○ ○ － ○ － ○

歴史資料の保存・活用
地域に残る歴史的文書や歴史的価値のある行政文書の廃棄、

散逸を防ぐ
○  

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

紙の消費による森林・緑地の

減少

ガソリンの消費による地球温

暖化

グリーン商品の購入による天

然資源の保全

歴史資料の保存・活用による

歴史的・文化的遺産の保全

 地域に残る歴史的文書や歴史的価

値のある行政文書を

年間を通じて

調査、保存する

民間から依頼された古文書の調査及び市各

課の廃棄年限となった文書のリスト確認及

び保全の必要のある文書の歴史研究所への

移管

30年度に廃棄年限となった行政

非現用文書と、寄贈の申し出のあ

った私文書について歴史研究所で

確認し、保全すべきものとして行

政非現用文書45箱及び私文書37

箱を移管した。また、山本自治振

興センター所管の旧役場文書につ

いて現在整理中である。

○

 

 


